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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 〔外、平均臨時雇用者数〕は８時間換算で記載しております。 

３ 第46期中間連結会計期間及び第47期中間連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」は、１株当たり

中間純損失のため記載しておりません。また、第48期中間連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益」は、１株当たり中間純損失であり潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 56,061 55,094 54,967 119,053 117,410

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 259 △294 149 2,641 1,522

当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) △91 △582 △3,216 1,001 897

純資産額 (百万円) 43,139 42,302 40,151 43,334 43,504

総資産額 (百万円) 99,189 96,715 98,695 99,222 100,281

１株当たり純資産額 (円) 1,695.86 1,726.92 1,648.87 1,768.01 1,784.79

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(円) △3.55 △23.76 △132.08 38.58 36.63

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― 31.83 30.14

自己資本比率 (％) 43.5 43.7 40.7 43.7 43.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,372 △1,408 △207 4,464 1,813

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,373 △1,086 △525 △4,259 △2,785

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4 △140 216 △3,159 204

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高 

(百万円) 10,119 4,538 5,682 7,160 6,405

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
2,790 
〔638〕

2,886
〔727〕

2,940
〔681〕

2,742 
〔617〕

2,939
〔699〕



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 〔外、平均臨時雇用者数〕は８時間換算で記載しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 42,412 40,480 39,978 90,409 86,929

経常利益 (百万円) 1,460 765 1,002 3,230 1,949

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) 701 396 △205 1,483 598

資本金 (百万円) 15,072 15,072 15,072 15,072 15,072

発行済株式総数 (株) 26,164,728 24,961,573 24,961,573 24,961,573 24,961,573

純資産額 (百万円) 45,073 45,020 44,606 44,960 44,941

総資産額 (百万円) 77,616 81,887 86,112 81,089 85,384

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 11.00 11.00 11.00 23.00 23.00

自己資本比率 (％) 58.1 55.0 51.8 55.4 52.6

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
753 
〔135〕

565
〔112〕

380
〔100〕

564 
〔104〕

532
〔125〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グル－プ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

平成17年４月１日付で㈱イエローハットセールス(当社の連結子会社)が、㈱山口イエローハット、㈱神奈川イエロ

ーハット、㈱茨城イエローハット、㈱北海道イエローハット、㈱新潟イエローハット、㈱兵庫イエローハット、㈱静

岡イエローハット、㈱愛知イエローハット、㈱京滋イエローハット、㈱福岡イエローハット、㈱熊本イエローハッ

ト、㈱宮崎イエローハット、㈱埼玉イエローハット、㈱群馬イエローハット、㈱大阪イエローハット及び㈱広島イエ

ローハットを吸収合併しております。 

なお、㈱イエローハットセールスは特定子会社に該当することとなりました。 

また、㈱千葉イエローハット、㈱山梨イエローハット、㈱石川イエローハット、㈱四国イエローハット、㈱栃木イ

エローハット及び㈱イエローハット車検センターにつきましては、平成17年２月14日付で解散決議を行ない平成17年

３月31日より清算手続を開始しているため、連結の範囲から除いております。 

㈱ホットマン及び㈱中国イエローハットホールディングにつきましては前連結会計年度は持分法非適用でありまし

たが、重要性が増加したため当中間連結会計期間より持分法を適用しております。 

 (注)  主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注)1.従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。)

であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員(８時間換算)を外数で記載しております。 

2.臨時従業員には、パートタイマー、アルバイト及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

3.賃貸不動産事業につきましては、他のセグメントの従業員が兼務しており、その割合は僅少のため上記のセグメントに含め

て記載しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有
(又は被所有)
割合(％) 

関係内容 
役員の
兼任等 

資金
援助 

営業上の 
取引 

設備の
賃貸借 

㈱ホットマン 宮城県仙台市太白区 
百万円 
860 
  
カー用品等販売 29.8 ― ―

商品の販
売、車検・
整備発注等 

店舗用建物
の賃貸 

㈱中国イエローハ

ットホールディン

グ 
東京目黒区 

百万円 
225 
  
カー用品等販売 50.0 1名 債務保証 ― ― 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

カー用品等販売事業 2,605〔425〕 

ホームセンター事業 335〔256〕 

合計 2,940〔681〕 



(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注)1.従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔 〕

内に当中間会計期間の平均人員(８時間換算)を外数で記載しております。 

2.臨時従業員には、パートタイマー、アルバイト及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

3.従業員数が当中間会計期間において152名減少しておりますが、主として平成17年４月１日付で直営店７店舗を連結子会社に

営業譲渡したことによる出向に伴うものであります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は平成４年８月25日に結成され、ゼンセン同盟の専門店ユニオン連合会(S・S・U・A)に加盟して

おり、平成17年９月30日現在における組合員数は539名(パート従業員を含む。)であります。 

労使関係は良好であります。 

なお、連結子会社の労働組合はありません。 

従業員数(人) 380〔100〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

  
(1) 業績 
  

当中間連結会計期間における我が国の経済は、堅調な企業収益と設備投資意欲を背景に、雇用環境や個人消費がや
や持ち直すなど、景気の踊場からの脱却に向け緩やかな回復が続きました。当業界におきましては、乗用車の保有台
数は引き続き安定しているものの、自動車用品の需要につきましては新車への各種エレクトロニクス機器の標準装備
化が進み、依然として予断の許さない状況が続いております。 
このような状況の中、当社グループはチェーン展開の拡充と既存店舗の活性化を図るため、新規出店及び既存店舗
のリニューアルを推進、あわせて不採算店舗の閉店も実施し、顧客ニーズにあった店舗展開とより一層のサービス向
上に努めてまいりました。同時に経営の効率化と財務体質の強化をすすめてまいりました。 

  
当中間連結会計期間の売上高は、549億67百万円で前年同期比１億26百万円（0.2％）減少いたしました。 
売上高の部門別内訳につきましては、卸売部門は240億21百万円で前年同期比10億75百万円（4.3％）の減収、小売
部門は299億13百万円で前年同期比９億27百万円（3.2％）の増収となりました。 
経常利益につきましては、売上総利益の増加等により１億49百万円（前年同期は２億94百万円の経常損失）となり
ました。中間純損失につきましては、減損会計導入による特別損失49億25百万円を計上したため32億16百万円で前年
同期比26億34百万円の損失の増加となりました。 

  

事業の種類別セグメント別の概況は次の通りであります。 

  

（カー用品等販売事業） 
当中間連結会計期間における新規出店は、平成17年６月に志都呂店（静岡県）、７月に岡谷店（長野県）、坂東店
（茨城県）、９月に今宿店（兵庫県）と４店舗がグループ店として開店いたしました。 
なお、不採算店舗につきましては、平成17年５月に鎌ケ谷店（千葉県）、６月に木更津西店（千葉県）、７月に岡
山青江店（岡山県）、８月に神居店（北海道）、宮前平店（神奈川県）、９月に鈴鹿店（三重県）の６店舗を閉店い
たしました。 
また、平成17年４月に直営店７店舗が営業譲渡によりグループ店となり、グループ店１店舗が直営店となりまし
た。 
その結果、当中間連結会計期間末の国内店舗数はグループ店493店舗、直営店３店舗の合計496店舗となりました。
また、海外店舗が１店舗閉店したため当中間連結会計期間末の海外店舗数は７店舗となり、国内・海外を合わせた総
店舗数は503店舗となりました。 
  
当中間連結会計期間におけるカー用品等販売事業の売上高は464億97百万円で前年同期比68百万円（0.1％）の減収
となりました。営業損失につきましては3億32百万円で前年同期比６億63百万円損失が減少しました。 
（ホームセンター事業） 
当中間連結会計期間のホームセンター事業につきましては、個人消費に回復傾向は見られるものの競合激化によ
り、売上高は74億67百万円で前年同期比76百万円（1.0％）の減収となりました。営業利益につきましては55百万円で
前年同期比35百万円（167.6％）の増益となりました。 

  

（賃貸不動産事業） 
当中間連結会計期間の賃貸不動産事業の売上高は、10億３百万円で前年同期比18百万円（1.8％）の増収となりまし
た。営業利益につきましては、１億36百万円で前年同期比65百万円（90.6％）の増益になりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 
  

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、売上債権の減少に伴
う資金の増加等がありましたが、たな卸資産の増加による支出があったこと等により当中間連結会計期間末残高は
56億82百万円となりました。 
また、税金等調整前中間純損失は49億33百万円ですが、主として減損会計適用による減損損失49億25百万円によ
るものでほとんどキャッシュ・フローの影響はありません。 
  
〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉 

当中間連結会計期間において営業活動による資金は、売上債権の減少及び仕入債務の増加に伴なう資金の増
加等がありましたが、たな卸資産の増加による支出があったこと等により、２億７百万円の減少（前年同期は
14億８百万円減少）となりました。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間において投資活動による資金は、貸付金の回収による収入が21億60百万円ありました
が、貸付金の貸付による支出が５億20百万円と有形固定資産の取得による支出が21億32百万円あり、５億25百
万円の減少（前年同期は10億86百万円減少）となりました。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間において財務活動による資金は、短期借入金及び長期借入金の返済による支出が、14億
43百万円ありましたが、社債の発行による収入が20億円あり、２億16百万円の増加（前年同期は１億40百万円
減少）となりました。 

科 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

(百万円) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

(百万円) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

(百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,408 △207 1,813 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,086 △525 △2,785 

財務活動によるキャッシュ・フロー △140 216 204 

現金及び現金同等物の増減額 △2,635 △516 △768 

現金及び現金同等物の期首残高 7,160 6,405 7,160 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 13 ― 13 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ― △207 ― 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 4,538 5,682 6,405 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

なお、以下の表の金額には消費税等は含まれておりません。 

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

  

２ 部門別売上高は次のとおりであります。 

(注) 賃貸不動産収入は「その他」に含まれております。 

  

３ 品目別売上高は次のとおりであります。 

(注) 賃貸不動産収入は「その他」に含まれております。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

カー用品等販売事業 46,497 99.9 

ホームセンター事業 7,467 99.0 

賃貸不動産事業 1,003 101.8 

合計 54,967 99.8 

部門別

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

卸売部門 25,097 45.6 24,021 43.7 

小売部門 28,986 52.6 29,913 54.4 

その他 1,010 1.8 1,032 1.9 

合計 55,094 100.0 54,967 100.0 

品目別

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

タイヤ・ホイール 11,069 20.1 11,101 20.2 

オーディオ・ビジュアル 14,449 26.2 14,121 25.6 

洗車・オイル・ケミカル 5,253 9.5 5,338 9.7 

機能用品 6,520 11.8 6,425 11.7 

車内・車外用品 3,951 7.2 4,042 7.4 

ホームセンター用品 7,544 13.7 7,467 13.6 

その他 6,305 11.5 6,470 11.8 

合計 55,094 100.0 54,967 100.0 



３ 【対処すべき課題】 

現在実施しております業務改革Ｙ―ＤＮＡの完成度を一層高めるべく、以下の項目につきまして推進してまいりま

す。 

(1) 店舗品質の改善・・・高収益モデル店舗の開発 

(2) マーケティング強化・・・マーケティング要素を加味した戦略強化 

(3) 店舗戦略の見直し・・・出退店政策の見直し 

(4) 高コスト体質の改善・・・パート・アルバイト化の推進、事務部門の本社集中化 

(5) 内部管理体制の強化・・・人事制度改革、システムの再構築 

特に(2)に関しては、マーケティングの結果認知度の向上が最重要課題であると認識し、その向上のために店舗イメ

ージの変更や広告宣伝のあり方など総合的な営業戦略を見直しております。 

また、連結子会社店舗が増加したことによる在庫増加についても適正化を図り、全社の在庫削減に注力いたしま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社はサウジアラビア王国に於いて現地財閥のタミミ・グループとフランチャイズ契約を締結しておりましたが、

平成17年９月１日に解約いたしました。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。 

提出会社 

  

（注）１ 金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。 

２ 土地面積のうち、11,601㎡については共有持分３分の２を有しております。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりでありま

す。 

提出会社 

  

（注）１ 金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数

（人） 建物

及び構築物
土地 面積㎡ その他 合計 

熊本本山店 
（熊本県熊本市） 

ホームセン

ター事業 
店舗用用地 － 1,368

(注２)

12,605 

  

－ 1,368 
 

－ 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数

（人） 建物

及び構築物
土地 面積㎡ その他 合計 

高松十川店 
（香川県高松市） 

カー用品等

販売事業 
店舗新設 163 － － 56 219 

 

－ 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 53,033,745

計 53,033,745

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 24,961,573 24,961,573
東京証券取引所
市場第一部 

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

計 24,961,573 24,961,573 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
― 24,961 ― 15,072 ― 9,075



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記以外の所有株式の状況といたしまして、当社は自己株式586千株(発行済株式総数に対する所有割合2.35％)を所有してお

ります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

鍵山 秀三郎 東京都目黒区自由が丘３-18-17 4,266 17.09

イエローハット共和会 東京都目黒区青葉台２-19-10 826 3.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行 株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１-８-11 660 2.64

鍵山 啓子 東京都目黒区自由が丘３-18-17 589 2.36

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２-11-３ 556 2.22

イエローハット共栄会 東京都目黒区青葉台２-19-10 555 2.22

鍵山 幸一郎 神奈川県横浜市青葉区新石川２-11-83 493 1.97

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山２-209 460 1.84

イエローハット従業員持株会 東京都目黒区青葉台２-19-10 406 1.62

富士火災海上保険 株式会社 大阪府大阪市中央区南船場１-18-11 342 1.37

計 ― 9,158 36.64



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 単元未満株式には当社所有の自己株式20株が含まれております。 

２ 上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ1,900株(議決

権19個)及び55株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

586,700 
(相互保有株式) 
普通株式 

83,900 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
24,257,800 

242,578 同上 

単元未満株式 
普通株式 

33,173 
― 同上 

発行済株式総数 24,961,573 ― ― 

総株主の議決権 ― 242,578 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社イエローハット 

東京都目黒区青葉台 
２―19―10 

586,700 ― 586,700 2.35

(相互保有株式) 
株式会社ホットマン 

仙台市太白区西多賀 
４―４―17 

79,400 ― 79,400 0.31

(相互保有株式) 
株式会社札幌イエローハット 

札幌市白石区本通 
７丁目南３ 

4,500 ― 4,500 0.01

計 ― 670,600 ― 670,600 2.67

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,187 1,059 999 1,007 1,047 1,150

最低(円) 900 913 909 951 923 1,021



  

３ 【役員の状況】 

役職の異動 

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 
代表執行役員運営本部長 

代表取締役社長
代表執行役員 

鍵山 幸一郎 平成17年７月16日 

取締役 
常務執行役員経理部長 

取締役 
常務執行役員運営本部長 
兼 ホールセール部長 

堀江 康生 平成17年７月16日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人 保森会計事務所により中間監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    4,583 5,744   6,474 

 ２ 受取手形及び売掛金    14,670 13,564   14,446 

 ３ たな卸資産    13,965 14,576   14,039 

 ４ 未収入金    2,559 2,871   3,883 

 ５ 繰延税金資産    1,130 2,016   1,644 

 ６ その他    1,682 2,817   1,676 

   貸倒引当金    △956 △1,435   △1,162 

   流動資産合計    37,634 38.9 40,156 40.7   41,003 40.9

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物及び構築物 ※ １ 
２ 18,419   15,375 18,224   

  (2) 機械装置及び 
    運搬具 ※１ 130   110 121   

  (3) 土地 ※２ 14,179   15,539 14,947   

  (4) 建設仮勘定   101   148 138   

  (5) その他 ※１ 413 33,245 34.4 531 31,704 32.1 447 33,877 33.8

 ２ 無形固定資産          

  (1) 営業権   42   14 26   

  (2) ソフトウェア   581   399 475   

  (3) 連結調整勘定   169   49 95   

  (4) その他   260 1,053 1.1 250 713 0.7 261 858 0.8

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券   2,141   2,506 2,358   

  (2) 長期貸付金   1,687   1,783 1,668   

  (3) 敷金 ※２ 13,676   13,640 13,571   

  (4) 繰延税金資産   384   2,563 658   

  (5) 再評価に係る 
    繰延税金資産   1,798   1,618 1,637   

  (6) その他   5,245   4,850 5,364   

    貸倒引当金   △150 24,782 25.6 △842 26,121 26.5 △716 24,541 24.5

   固定資産合計    59,081 61.1 58,539 59.3   59,278 59.1

   資産合計    96,715 100.0 98,695 100.0   100,281 100.0

           



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形及び買掛金    9,953 10,020   10,210 

 ２ 短期借入金 ※２  15,527 16,303   16,504 

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金 ※２  2,202 2,489   2,457 

 ４ １年以内償還予定 
   社債    2,030 90   90 

 ５ １年以内償還予定 
   転換社債    10,000 －   ― 

 ６ 未払金    1,048 1,182   1,765 

 ７ 未払法人税等    405 702   622 

 ８ 賞与引当金    939 956   950 
 ９ 関係会社整理損失 
   引当金    ― 820   ― 

 10 その他    1,390 1,930   1,482 

   流動負債合計    43,496 45.0 34,496 35.0   34,084 34.0

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債    105 2,485   530 

 ２ 長期借入金 ※２  3,828 13,577   14,841 

 ３ 受入保証金    4,537 4,214   4,647 

 ４ 繰延税金負債    258 257   256 

 ５ 退職給付引当金    1,559 1,810   1,753 

 ６ 役員退職給与引当金    172 193   186 

 ７ リース資産減損勘定    ― 1,072   ― 

 ８ その他    188 209   219 

   固定負債合計    10,650 11.0 23,821 24.1   22,433 22.4

   負債合計    54,146 56.0 58,317 59.1   56,517 56.4

(少数株主持分)          

  少数株主持分    266 0.3 226 0.2   259 0.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    15,072 15.6 15,072 15.3   15,072 15.0

Ⅱ 資本剰余金    9,928 10.2 9,928 10.1   9,928 9.9

Ⅲ 利益剰余金    19,907 20.6 16,890 17.1   20,881 20.9

Ⅳ 土地再評価差額金    △2,641 △2.7 △1,944 △2.0   △2,406 △2.4

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    518 0.5 788 0.8   624 0.6

Ⅵ 為替換算調整勘定    △6 △0.0 8 0.0   △4 △0.0

Ⅶ 自己株式    △475 △0.5 △591 △0.6   △590 △0.6

   資本合計    42,302 43.7 40,151 40.7   43,504 43.4
  負債、少数株主持分 
  及び資本合計    96,715 100.0 98,695 100.0   100,281 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    55,094 100.0 54,967 100.0   117,410 100.0

Ⅱ 売上原価    40,162 72.9 39,072 71.1   84,540 72.0

   売上総利益    14,932 27.1 15,895 28.9   32,870 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  15,835 28.7 16,034 29.2   32,079 27.3

   営業利益 
   又は営業損失(△)    △903 △1.6 △139 △0.3   791 0.7

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   129   129 280   

 ２ グループ店店舗等 
   賃貸収入   512   405 990   

 ３ 受取手数料   299   286 627   

 ４ その他   121 1,063 1.9 173 994 1.8 365 2,263 1.9

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   161   161 334   

 ２ グル－プ店店舗等 
   賃貸原価   244   195 473   

 ３ 持分法投資損失   10   99 29   

 ４ 組織再編関連費用   ―   91 ―   

 ５ その他   38 454 0.8 157 705 1.2 694 1,532 1.3

   経常利益 
   又は経常損失(△)    △294 △0.5 149 0.3   1,522 1.3

Ⅵ 特別利益          

 １ 投資有価証券売却益   ―   160 ―   

 ２ 貸倒引当金戻入益   0   ― 7   

 ３ その他   21 22 0.0 3 163 0.3 32 39 0.0

Ⅶ 特別損失          

 １ 固定資産売却損 ※２ 0   ― 41   

 ２ 投資有価証券評価損   18   30 ―   

 ３ 関係会社株式評価損   ―   21 ―   

 ４ 退職給付会計基準 
   変更時差異   77   ― 154   

 ５ 減損損失 ※３ ―   4,925 ―   

 ６ その他   16 112 0.2 269 5,247 9.6 46 242 0.2

   税金等調整前中間純 
   損失(△)又は税金等 
   調整前当期純利益 

   △384 △0.7 △4,933 △9.0   1,319 1.1

   法人税、住民税 
   及び事業税   362   659 1,290   

   法人税等調整額   △166 195 0.4 △2,345 △1,686 △3.1 △868 421 0.3

   少数株主利益又は 
   少数株主損失(△)    1 0.0 △31 △0.0   1 0.0

   中間純損失(△) 
   又は当期純利益    △582 △1.1 △3,216 △5.9   897 0.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,928 9,928   9,928

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  9,928 9,928   9,928

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,912 20,881   20,912

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 当期純利益 ― ― 897 

 ２ 連結子会社除外に伴う 
   剰余金増加高 

― ― 51 51 ― 897

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 296 292 566 

 ２ 役員賞与 24 0 24 

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   剰余金減少高 

3 ― ― 

 ４ 持分法適用会社増加 
   に伴う剰余金減少高 

98 71 101 

 ５ 土地再評価差額金取崩額 ― 461 235 

 ６ 中間純損失 582 1,004 3,216 4,042 ― 927

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  19,907 16,890   20,881

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間純損失 
(△)又は税金等調整前 
当期純利益 

 △384 △4,933 1,319

２ 減価償却費等  970 740 1,990

３ 減損損失  ― 4,925 ―

４ 連結調整勘定償却額  78 46 144

５ 貸倒引当金の増減額  △30 342 741

６ 賞与引当金の増減額  △149 107  △137

７ 退職給付引当金等の増減額  157 97 364

８ 受取利息及び受取配当金  △143 △143 △298

９ 支払利息  161 161 334

10 投資有価証券売却益  ― △160 ―

11 投資有価証券売却損  ― ― 0

12 投資有価証券評価損  18 30 ―

13 関係会社株式評価損  ― 21 ―

14 持分法投資損失  10 99 29

15 固定資産売却益  ― ― △0

16 固定資産処分損等  9 21 41

17 売上債権の増減額  283 1,094 628

18 仕入債務の増減額  755 490 44

19 たな卸資産の増減額  △1,454 △2,575 △1,528

20 未払消費税等の増減額  △219 30 △170

21 その他流動資産の増減額  △20 △37 △96

22 その他流動負債の増減額  △469 209 15

23 その他投資その他の 
資産の増減額 

 108 188 92

24 その他固定負債の増減額  △237 △350 △98

25 役員賞与の支払額  △24 △0 △24

小計  △579 406 3,393

26 利息及び配当金の受取額  128 124 256

27 利息の支払額  △162 △162 △331

28 法人税等の支払額  △794 △576 △1,505

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,408 △207 1,813



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 投資有価証券 
の償還等による収入 

 ― 98 ―

２ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △3 △3 △30

３ 投資有価証券 
の売却による収入 

 ― 203 0

４ 非連結子会社及び 
関連会社株式の 
取得による支出 

 △98 ― △133

５ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △774 △2,132 △2,927

６ 有形固定資産 
の売却による収入 

 0 ― 626

７ 貸付金の貸付による支出  △463 △520 △1,245

８ 貸付金の回収による収入  488 2,160 1,264

９ 敷金の預入による支出  △527 △621 △1,101

10 敷金の回収による収入  345 311 871

11 無形固定資産の 
  取得による支出 

 △68 △39 △92

12 無形固定資産の 
  売却による収入 

 ― 1 ―

13 その他投資等の増減額  15 14 △18

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,086 △525 △2,785

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額  623 △211 1,600

２ 長期借入金の 
返済による支出 

 △1,355 △1,232 △3,099

３ 長期借入金の 
借入による収入 

 907 ― 13,919

４ 自己株式の取得による支出  △0 △0 △115

５ 社債等の発行による収入  ― 2,000 500

６ 社債等の償還による支出  △15 △45 △12,030

７ 配当金の支払額  △298 △292 △569

８ 少数株主への配当金の支払 
  額 

 △1 △1 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △140 216 204

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △2,635 △516 △768

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  7,160 6,405 7,160

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び 
現金同等物の増加額 

 13 ― 13

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び 
現金同等物の減少額 

 ― △207 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

※１ 4,538 5,682 6,405

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関

する事項 

(1) 連結子会社の数 28社 

 主要な連結子会社の名称 

  ㈱山口イエローハット 

  ㈱イエローハット・ 

   ファイナンス 

  ㈱ホームセンター 

   サンコー 

  三晃自動車㈱ 

  なお、㈱イエローハッ

ト車検センターは重要性

が増加したため、当中間

連結会計期間より連結の

範囲に含めております。 

(1) 連結子会社の数 ５社 

 主要な連結子会社の名称 

㈱イエローハット 

セールス 

㈱イエローハット・ 

ファイナンス 

㈱ホームセンター 

サンコー 

三晃自動車㈱ 

  なお、前連結会計年度

において、連結子会社で

あった㈱山口イエローハ

ット他16社は平成17年４

月１日に㈱イエローハッ

トセールスに吸収合併さ

れました。これら等によ

り連結子会社の数が17社

減少しております。 

  また、㈱千葉イエロー

ハット他５社は平成17年

３月31日より清算手続を

開始したため、連結の範

囲から除外しておりま

す。 

(1) 連結子会社の数 28社 

 主要な連結子会社の名称 

  ㈱山口イエローハット 

  ㈱イエローハット・ 

   ファイナンス 

  ㈱ホームセンター 

   サンコー 

  三晃自動車㈱ 

  なお、㈱イエローハッ

ト車検センターは重要性

が増加したため、当連結

会計年度より連結の範囲

に含めております。 

  (2) 非連結子会社  １社 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社１社は平

成16年３月に設立したも

のであり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等はいずれも少額のため

当中間連結財務諸表に及

ぼす影響は軽微であるた

めであります。 

(2) 非連結子会社  ６社 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社６社は平

成17年2月14日付で解散決

議を行い、平成17年３月

31日より清算手続を開始

しているためでありま

す。 

(2)   ――――― 

２ 持分法の適用に

関する事項 

(1)持分法を適用した関連

会社数     １社 

 持分法を適用した関連会

社の名称 

  統一皇帽汽車百貨股份 

   有限公司 

  なお、統一皇帽汽車百

貨股份有限公司は重要性

が増加したため、当中間

連結会計期間より持分法

を適用しております。 

  

(1)持分法を適用した関連

会社数     ３社 

 主要な関連会社の名称 

  統一皇帽汽車百貨股份 

   有限公司 

  ㈱ホットマン 

  ㈱中国イエローハット 

ホールディング 

なお、㈱ホットマン及

び㈱中国イエローハット

ホールディングは重要性

が増加したため、当中間

連結会計期間より持分法

を適用しております。 

(1)持分法を適用した関連

会社数     １社 

 持分法を適用した関連会

社の名称 

  統一皇帽汽車百貨股份 

   有限公司 

なお、統一皇帽汽車百

貨股份有限公司は重要性

が増加したため、当連結

会計年度より持分法を適

用しております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2)持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社       ６社 

 主要な関連会社の名称 

  ㈱ホットマン 

 (持分法を適用していない

理由) 

  持分法を適用していな

い非連結子会社１社及び

関連会社５社はそれぞれ

中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響は軽微

であり、かつ全体として

も重要性がないためであ

ります。 

(2)持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社       10社 

 主要な関連会社の名称 

  ㈱札幌イエローハット 

  ㈱アップル 

 (持分法を適用していない

理由) 

  持分法を適用していな

い関連会社４社は、中間

純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響は軽微であ

り、かつ全体としても重

要性がないためでありま

す。 

  また、持分法を適用し

ていない非連結子会社６

社は、平成17年２月14日

付で解散決議を行い、平

成17年３月31日より清算

手続を開始しているため

であります。 

(3)持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必要

があると認められる事項 

  持分法適用会社のう

ち、中間決算日が異なる

会社については、当該会

社の中間会計期間に係る

中間財務諸表を使用して

おります。 

(2)持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社       ６社 

 主要な関連会社の名称 

  ㈱ホットマン 

  ㈱札幌イエローハット 

  ㈱アップル 

 (持分法を適用していない

理由) 

  持分法を適用していな

い非連結子会社１社及

び関連会社５社はそれ

ぞれ純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響は

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ためであります。 

３ 連結子会社の中

間決算日(決算

日)等に関する

事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左  連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しており

ます。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

   当中間連結会計期間

末日前一カ月の市場価

格等の平均に基づく時

価法によっておりま

す。(評価差額は、全

部資本直入法により処

理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

  

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   当連結会計年度末日

前１カ月の市場価格の

平均に基づく時価法に

よっております。(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

同左 

  

   ② デリバティブ取引 

   時価法によっており

ます。 

 ② デリバティブ取引 

同左 

 ② デリバティブ取引 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ③ たな卸資産 

   当社は総平均法によ

る原価法によってお

り、連結子会社は主と

して売価還元原価法に

よっております。 

 ③ たな卸資産 

同左 

 ③ たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法によっており

ます。ただし、平成10

年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については、

定額法によっておりま

す。 

   なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物 

      ：２年～50年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

  

   ② 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。なお、自社利用

のソフトウェアについ

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法によってお

ります。 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、将来の支給見

込額のうち、当中間連

結会計期間の負担額を

計上しております。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、将来の支給見

込額のうち、当連結会

計年度の負担額を計上

しております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③  ―――――  ③ 関係会社整理損失引 

   当金 

   関係会社の整理に伴

う損失に備えるため、

当該関係会社の資産内

容等を勘案し、損失負

担見込額を計上してお

ります。 

③  ――――― 

   ④ 退職給付引当金 

 当社及び主要な連結

子会社においては、従

業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更

時差異については、５

年による按分額を費用

処理しております。 

 過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(12

年)による定額法によ

り翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

 ④ 退職給付引当金 

 当社及び主要な連結

子会社においては、従

業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(12

年)による定額法によ

り翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

 ④ 退職給付引当金 

 当社及び主要な連結

子会社においては、従

業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき計上して

おります。 

 会計基準変更時差異

(770百万円)は、５年

による均等額を費用処

理しております。 

 過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(12

年)による定額法によ

り翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

   ⑤ 役員退職給与引当金 

   当社及び一部の連結

子会社においては役員

の退職給与の支給に備

えるため、内規による

役員退職慰労金の当中

間連結会計期間末要支

給額を計上しておりま

す。 

 ⑤ 役員退職給与引当金 

同左 

 ⑤ 役員退職給与引当金 

   当社及び一部の連結

子会社においては役員

の退職給与の支給に備

えるため、内規による

役員退職慰労金の当連

結会計年度末要支給額

を計上しております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建ての資産

及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

  外貨建債権債務は、当

中間連結会計期間末日の

直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損

益処理しております。 

(4) 重要な外貨建ての資産

及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

同左 

(4) 外貨建ての資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

  外貨建債権債務は、当

連結会計年度末日の直物

為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益処

理しております。 

    なお、在外関連会社の

資産及び負債は、在外関

連会社の中間決算日の直

物為替相場により、資本

金は発生時の為替相場に

より、又、中間純損失は

期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資

本の部の為替換算調整勘

定に含めております。 

    なお、在外関連会社の

資産及び負債は、在外関

連会社の期末決算日の直

物為替相場により、資本

金は発生時の為替相場に

より、又、当期純利益は

期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資

本の部の為替換算調整勘

定に含めております。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップ 

    特例処理によって

おります。 

   通貨スワップ 

    繰延ヘッジ処理に

よっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

 借入金の金利に対

し、金利スワップ契約

を締結しております。 

 外貨建金銭債権、債

務及び外貨建予定取引

に対し、通貨スワップ

契約を締結しておりま

す。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

   ③ ヘッジ方針 

   金利スワップは、借

入金の金利上昇リスク

をヘッジし、金利コス

トの安定化を図るため

に実施しております。 

   通貨スワップは、為

替変動によるリスクを

ヘッジするため対象と

なる外貨建金銭債権債

務及び外貨建予定取引

の範囲内で実施してお

ります。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   金利スワップについ

ては、金利スワップの

特例処理の要件を満た

しているので、当中間

連結会計期間末におけ

る有効性の評価は省略

しております。 

   通貨スワップについ

ては、中間連結会計期

間末にヘッジ手段と対

象の見直しにより有効

性の評価を行っており

ます。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   金利スワップについ

ては、金利スワップの

特例処理の要件を満た

しているので、当連結

会計年度末における有

効性の評価は省略して

おります。 

   通貨スワップについ

ては、当連結会計年度

末にヘッジ手段と対象

の見直しにより有効性

の評価を行っておりま

す。 

  (7) その他中間連結財務諸

表作成の為の重要な事項 

(7) その他中間連結財務諸

表作成の為の重要な事項 

(7) その他連結財務諸表作

成の為の重要な事項 

   ①消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており

ます。 

 ①消費税等の会計処理 

同左 

 ①消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロ－計

算書(連結キャ

ッシュ・フロー

計算書)におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

次へ 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 固定資産の減損

に係る会計基準 

――――― 当中間連結会計期間から

「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び「固

定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適

用しております。 

これにより営業利益お

よび経常利益は３億29百

万円増加し、税金等調整

前中間純利益は45億95百

万円減少しております。 

なお、減損損失累計額

については改正後の中間

連結財務諸表規則に基づ

き直接控除形式により表

示しております。 

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産 17,563百万円

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産 18,870百万円

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産 18,258百万円

※２ 担保に供している資産 

  (上記に対応する債務) 

建物及び構築物 1,859百万円

土地 3,754百万円

敷金 1,548百万円

短期借入金 700百万円

１年以内返済 
予定長期借入金 

606百万円

長期借入金 2,555百万円

このほか下記取 
引先の金融機関 
からの借入金 

 

㈲幸栄企画 1,338百万円

※２ 担保に供している資産 

  (上記に対応する債務) 

建物及び構築物 1,597百万円

土地 4,100百万円

敷金 1,537百万円

１年以内返済
予定長期借入金

506百万円

長期借入金 828百万円

※２ 担保に供している資産 

  (上記に対応する債務) 

建物及び構築物 1,794百万円

土地 3,769百万円

敷金 1,546百万円

短期借入金 700百万円

１年以内返済 
予定長期借入金 

592百万円

長期借入金 2,277百万円

このほか下記取 
引先の金融機関 
からの借入金 

 

㈲幸栄企画 1,317百万円

 ３ 保証債務 

  連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対して、次のと

おり保証を行っております。 

㈱アップル 670百万円

荒尾シティ 
プラン㈱ 

1,453百万円

その他 69百万円

計 2,192百万円

 ３ 保証債務 

  関係会社の金融機関からの借入

金に対して、次のとおり保証を行

っております。 

㈱アップル 666百万円

荒尾シティ
プラン㈱ 

1,336百万円

その他 240百万円

計 2,242百万円

 ３ 保証債務 

  連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対して、次のと

おり保証を行っております。 

㈱アップル 658百万円

荒尾シティ
プラン㈱ 

1,394百万円

その他 231百万円

計 2,283百万円

  この他に下記イエローハット・

グループ企業の金融機関からの借

入金に対し、経営指導念書を差入

れております。 

㈱トムエンター 
プライズ 

248百万円

㈱オカヤマ 
イエローハット 

185百万円

他２社 150百万円

計 584百万円

    この他に下記イエローハット・

グループ企業の金融機関からの借

入金に対し、経営指導念書を差入

れております。 

㈱トムエンター 
プライズ 

242百万円

㈱オカヤマ
イエローハット 

155百万円

計 398百万円

 ４   ―――――  ４ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントライン 

  提出会社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行６社と

当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間連

結会計年度末の借入未実行残高は

次の通りであります。 

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

9,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 9,500百万円

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントライン 

  提出会社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行６社と

当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次の

通りであります。 

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額 

9,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 9,500百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

賃借料 3,326百万円

給与手当 4,848百万円

賞与引当金繰入額 939百万円

減価償却費 658百万円

退職給付費用 322百万円

連結調整勘定償却 78百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

賃借料 3,069百万円

給与手当 5,513百万円

賞与引当金繰入額 956百万円

減価償却費 536百万円

退職給付費用 312百万円

連結調整勘定償却 46百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

賃借料 6,713百万円

給与手当 9,714百万円

賞与引当金繰入額 950百万円

減価償却費 1,360百万円

退職給付費用 634百万円

連結調整勘定償却 144百万円

※２ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 0百万円

※２   ――――― ※２ 固定資産売却損の内訳 

土地 30百万円

建物及び構築物 10百万円

車両運搬具 0百万円

  ※３ 減損会計 

（1）減損損失を認識した資産グル

ープ及び減損損失計上額、資産の種

類ごとの内訳 

 当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしまし

た。 

場所 用途
種類及び

金額 
賃貸物件25件 
厚木北店（神

奈 川 県 厚 木

市）、高松北

店（香川県高

松市） 
他23件 

賃貸不動産 土地   226

建物   456

構築物   35

器具備品他 0

（減損の認識に至った経緯） 
これらの賃貸物件は、当初はイエローハ

ット店舗に供用しておりましたが、営業赤

字により閉店を止む無くされました。この

ため、他の用途に供するテナントに賃貸し

ております。当該賃貸物件資産時価の著し

い下落のほか営業損益の赤字を計上いたし

ましたので、減損の認識に至りました。 
美浜ショッピ

ングセンター 
賃貸不動産 リース資産

         635

（減損の認識に至った経緯）

美浜のショッピングセンターは当該地区に

イエローハット店舗を出店するために、当

社が旧国鉄車庫跡地の開発を担当しイエロ

ーハット店舗を中心としたショッピングセ

ンターを建設いたしました。 
 しかし、イエローハット店舗の営業損益

が赤字を計上したため将来キャッシュフロ

ーが下落し、減損の認識に至りました。 
札幌里塚店 
（北海道札幌

市）、高槻店

（大阪府高槻

市） 
他87件 

イエローハッ

ト店舗 
土地   465

建物  1,729

構築物  238

リース資産 
         621

器具備品他 
          44

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
  

種類別の減損額の合計は次のとお

りであります。 

（２）資産のグルーピングの方法 

 当社グループは、原則として事業

所ごとに資産をグルーピングしてお

ります。イエローハット店舗及びホ

ームセンター店舗、賃貸不動産につ

いては個別物件単位で、エリア（地

域卸売り部門）については管理会計

上の区分で、物流センターについて

は全社共有資産に、保養所・研修所

についてはキャッシュフローを生み

ませんので全社共有資産に、それぞ

れ資産をグルーピングしておりま

す。 

（減損の認識に至った経緯）

営業損益の赤字を計上したため将来キャッ

シュフローが下落し、減損の認識に至りま

した。 
イ ン タ ー 店

（熊本県熊本

市） 
他５件 

ホームセンタ

ー店舗 
土地    5

建物   136

構築物   15

リース資産21

器具備品他14

（減損の認識に至った経緯）

 営業損益の赤字を計上したため将来キャ

ッシュフローが下落し、減損の認識に至り

ました。 
吉川用地 遊休資産 土地    11

（減損の認識に至った経緯）

 物流拠点拡大のため取得した用地です

が、隣接地の取得が困難なため遊休資産と

なっており物件資産時価の著しい下落のた

め減損の認識に至りました。 
山口研修所 遊休資産 建物   185

構築物   5

（減損の認識に至った経緯）

 西日本物流センターの空き地有効活用と

して建設しましたが遊休資産となってお

り、物件資産時価の著しい下落のため減損

の認識に至りました。 
錦町用地 遊休資産 土地    76

（減損の認識に至った経緯）

 店舗拠点拡大のため取得した用地ですが

遊休資産となっており、物件資産時価の著

しい下落のため減損の認識に至りました。 

種類 金額

土地 784

建物 2,508

構築物 294

器具備品他 58

リース資産 1,279

合計 4,925

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  （３）回収可能性の算定方法 

 回収可能性は、正味売却価額また

は使用価値により測定しておりま

す。土地については不動産鑑定士の

算定額ならびに路線価による相続税

評価額または固定資産税評価額を合

理的に調整した金額を、建物につい

ては減価償却計算に用いられる税法

規定等に基づく残存価値を、それぞ

れ回収可能価額としております。 

 使用価値の算定にあたっては、将

来キャッシュフローを５％で割り引

いて計算しております。 

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間

連結会計期間末残高と中間

連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

4,583百万円
預入期間が 
３ヵ月を 
超える 
定期預金 

△45百万円
現金及び 
現金同等物 

4,538百万円

  

 

※１ 現金及び現金同等物の中間連

結会計期間末残高と中間連結

貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

5,744百万円
預入期間が 
３ヵ月を 
超える 
定期預金 

△62百万円
現金及び 
現金同等物 

5,682百万円

  

 

※１ 現金及び現金同等物の連結会

計年度末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金及び 
預金勘定 

6,474百万円
預入期間が 
３ヵ月を 
超える 
定期預金 

△69百万円
現金及び 
現金同等物 

6,405百万円

  

  



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

    
取得価額
相当額   

減価償却
累計額 
相当額 

  
中間期末
残高 
相当額

建物 
（百万円）   2,049   347   1,701

機械及び 
装置 

（百万円） 
  950   825   124

器具・備品 
（百万円）   5,437   3,174   2,263

その他 
（百万円）   293   152   141

合計 
（百万円）   8,730   4,500   4,230

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額
相当額 

減損損失
累計額
相当額 

中間期
末残高
相当額

建物 
(百万円) 2,049 450 635 963

機械及び
装置 
(百万円) 

500 452 － 47

器具・ 
備品 
(百万円) 

4,287 2,990 643 653

その他 
(百万円) 288 195 － 93

合計 
(百万円) 7,125 4,088 1,279 1,757

取得価額
相当額   

減価償却
累計額 
相当額 

  
期末残高
相当額

建物
（百万円） 2,049   399   1,650

機械及び
装置 

（百万円）
500   416   83

器具・備品
（百万円） 5,051   3,255   1,796

その他
（百万円） 293   178   115

合計
（百万円） 7,894   4,249   3,645

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年 
以内 

1,207 [137]百万円

１年超 3,259 [238]百万円

合計 4,467 [376]百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

リース資産減損勘定中間期末

残高 

1,072百万円 

１年 
以内 

776 [111]百万円

１年超 2,540 [180]百万円

合計 3,317 [292]百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年
以内 

1,049 [123]百万円

１年超 2,871 [210]百万円

合計 3,921 [333]百万円

 (注) [ ]書きは、この他転貸リ

ースに係る未経過リース料で

あり、受取リース料と支払リ

ース料はほぼ同額でありま

す。 

 (注)    同左 

  

 (注)    同左 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 
(転貸リース料を
除く) 

  

832百万円

減価償却費相当額 726百万円

支払利息相当額 112百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料
(転貸リース料を
除く) 

  

675百万円

リース資産減損勘
定の取崩額 

207百万円

減価償却費相当額 590百万円

支払利息相当額 98百万円

減損損失 1,279百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 
(転貸リース料を
除く) 

  

1,575百万円

減価償却費相当額 1,377百万円

支払利息相当額 218百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,041百万円

１年超 8,000百万円

合計 9,041百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,041百万円

１年超 6,958百万円

合計 8,000百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,041百万円

１年超 7,479百万円

合計 8,520百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注)  当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものにつき18百万円減損処理を行っております。なお、当該有価

証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、

時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断しております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注)  当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものにつき30百万円減損処理を行っております。なお、当該有価

証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、

時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断しております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,162 2,025 862 

(2) その他 14 21 6 

計 1,177 2,047 869 

(1) その他有価証券 

クローズド期間内の投資信託受益証券 10百万円

非上場株式 84百万円

計 94百万円

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,074 2,386 1,312 

(2) その他 14 26 11 

計 1,089 2,412 1,323 

(1) その他有価証券 

非上場株式 94百万円

計 94百万円



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注)  当該有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」も
のとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断しております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間においては、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間においては、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当連結会計年度においては、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

  

前へ     

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,190 2,230 1,040 

(2) その他 14 22 8 

計 1,205 2,253 1,048 

(1) その他有価証券 

クローズド期間内の投資信託受益証券 10百万円

非上場株式 94百万円

計 104百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

(注) １ 事業区分の方法 
事業区分は、商品等の種類とその市場を考慮し、カー用品等販売事業とホームセンター事業及び賃貸不動産事業に区分し
ております。 

２ 各事業区分の主要商品等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

(注) １ 事業区分の方法 
事業区分は、商品等の種類とその市場を考慮し、カー用品等販売事業とホームセンター事業及び賃貸不動産事業に区分し
ております。 

２ 各事業区分の主要商品等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用したことにより、カー用品等販売事業の営業費用が２
億55百万円、ホームセンター事業の営業費用が６百万円、賃貸不動産事業の営業費用が67百万円それぞれ減少し、同じく
カー用品等販売事業の営業損失が同額減少、ホームセンター事業及び賃貸不動産事業の営業利益が同額増加いたしまし
た。 

  

  
カー用品等 
販売事業 
(百万円) 

ホーム
センター事業 
(百万円) 

賃貸不動産
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 

    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

46,565 7,544 985 55,094 ― 55,094

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

47 ― 56 103 （103） ―

計 46,613 7,544 1,041 55,198 （103） 55,094

  営業費用 47,608 7,523 969 56,101 （103） 55,997

  営業利益又は営業損失(△) △995 20 71 △903 ― △903

事業区分 主要商品等 

カー用品等販売 タイヤ・ホイール商品、オーディオ・ビジュアル商品、洗車・オイル・ケミカル商
品 他 

ホームセンター 木材・工具・金物・電動工具、インテリア・家電・収納用品、日用品、園芸資材・
エクステリア商品、ペット用品、スポーツ・レジャー用品、カー用品・自転車用品
他 

賃貸不動産 不動産等の賃貸 
  

  
カー用品等 
販売事業 
(百万円) 

ホーム
センター事業 
(百万円) 

賃貸不動産
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 

    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

46,497 7,467 1,003 54,967 ― 54,967

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

44 ― 104 149 （149） ―

計 46,541 7,467 1,107 55,116 （149） 54,967

  営業費用 46,874 7,411 970 55,256 （149） 55,107

  営業利益又は営業損失(△) △332 55 136 △139 ― △139

事業区分 主要商品等 

カー用品等販売 タイヤ・ホイール商品、オーディオ・ビジュアル商品、洗車・オイル・ケミカル商
品 他 

ホームセンター 木材・工具・金物・電動工具、インテリア・家電・収納用品、日用品、園芸資材・
エクステリア商品、ペット用品、スポーツ・レジャー用品、カー用品・自転車用品
他 

賃貸不動産 不動産等の賃貸 
  



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、商品等の種類とその市場を考慮し、カー用品等販売事業とホームセンター事業及び賃貸不動産事業に区分し

ております。 

  

２ 各事業区分の主要商品等 

  

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  
カー用品等 
販売事業 
(百万円) 

ホーム
センター事業 
(百万円) 

賃貸不動産
事業 
(百万年) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 

    

(1) 外部顧客に対する売
上高 

100,864 14,565 1,980 117,410 ― 117,410

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

87 ― 116 203 （203） ―

計 100,952 14,565 2,097 117,614 （203） 117,410

  営業費用 100,295 14,600 1,926 116,823 （203） 116,619

  営業利益又は営業損失(△) 656 △35 170 791 ― 791

事業区分 主要商品等 

カー用品等販売 タイヤ・ホイール商品、オーディオ・ビジュアル商品、洗車・オイル・ケミカル商

品 他 

ホームセンター 木材・工具・金物・電動工具、インテリア・家電・収納用品、日用品、園芸資材・

エクステリア商品、ペット用品、スポーツ・レジャー用品、カー用品・自転車用品

他 

賃貸不動産 不動産等の賃貸 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純損失又は当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 
1,726円92銭 

１株当たり純資産額
1,648円87銭 

１株当たり純資産額 
1,784円79銭 

１株当たり中間純損失 
23円76銭 

１株当たり中間純損失
132円08銭 

１株当たり当期純利益 
36円63銭 

    潜在株式調整後 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり中間純損失で

あるため、記載しておりません。 

 なお潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益 30円14銭 

  
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間純損失又は 
当期純利益 

 

中間純損失(△)又は当期純利益
(百万円) 

△582 △3,216 897

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 0

 (うち利益処分による役員賞与金 
(百万円)) 

(―) (―) (0)

普通株式に係る中間純損失(△)又は
当期純利益 (百万円) 

△582 △3,216 897

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,496 24,351 24,495

   

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

 

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― 38

 (うち支払利息 
 (税額相当額控除後))(百万円) 

(―) (―) (35)

普通株式増加数   (千株) ― ― 6,565

 (うち転換社債)(千株) (―) (―) (6,565)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権１種類(新
株予約権の数3,830
個)。 

――――― 新株予約権１種類(新
株予約権の数 3,550
個)。 



(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    2,252 3,322   4,190 

 ２ 受取手形    7,721 6,757   6,917 

 ３ 売掛金    8,659 8,880   8,961 

 ４ たな卸資産    3,134 1,860   3,007 

 ５ 短期貸付金    9,045 11,182   9,037 

 ６ 繰延税金資産    583 1,140   1,021 

 ７ その他    2,984 3,704   4,078 

   貸倒引当金    △1,120 △1,591   △1,348 

   流動資産合計    33,259 40.6 35,256 40.9   35,866 42.0

Ⅱ 固定資産          

 (1) 有形固定資産          

  １ 建物 ※１  13,411 12,776   13,348 

  ２ 土地 ※２  9,148 11,273   9,916 

  ３ 建設仮勘定    101 142   138 

  ４ その他 ※１  1,644 1,714   1,655 

   有形固定資産合計    24,305 29.7 25,906 30.1   25,058 29.3

 (2) 無形固定資産    676 0.8 496 0.6   571 0.7

 (3) 投資その他の資産          

  １ 投資有価証券    2,076 2,434   2,285 

  ２ 関係会社株式    4,603 4,868   4,988 

  ３ 敷金    11,601 11,720   11,622 

  ４ 繰延税金資産    3 788   265 
  ５ 再評価に係る 
    繰延税金資産    1,798 1,618   1,637 

  ６ その他    3,629 3,779   3,720 

    貸倒引当金    △66 △758   △632 

   投資その他の 
   資産合計    23,646 28.9 24,452 28.4   23,888 28.0

   固定資産合計    48,627 59.4 50,855 59.1   49,517 58.0

   資産合計    81,887 100.0 86,112 100.0   85,384 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金    8,007 7,978   8,277 

 ２ 短期借入金    6,588 8,600   8,050 

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金    1,299 1,528   1,528 

 ４ １年以内償還予定 
   社債    2,000 ―   ― 

 ５ １年以内償還予定 
   転換社債    10,000 ―   ― 

 ６ 未払法人税等    365 661   460 

 ７ 賞与引当金    406 235   406 
 ８ 関係会社整理損失 
   引当金    ― 820   753 

 ９ その他    2,166 2,219   3,160 

   流動負債合計    30,833 37.6 22,042 25.6   22,636 26.5

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債    ― 2,000   ― 

 ２ 長期借入金    138 10,870   11,634 

 ３ 受入保証金    4,513 4,393   4,629 

 ４ 退職給付引当金    1,073 1,248   1,197 

 ５ 役員退職給与引当金    123 135   128 

 ６ リース資産減損勘定    ― 608   ― 

 ７ その他    186 207   217 

   固定負債合計    6,034 7.4 19,463 22.6   17,806 20.9

   負債合計    36,867 45.0 41,506 48.2   40,442 47.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    15,072 18.4 15,072 17.5   15,072 17.7

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   9,075   9,075 9,075   

 ２ その他資本剰余金   852   852 852   

   資本剰余金合計    9,928 12.1 9,928 11.5   9,928 11.6

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   570   570 570   

 ２ 任意積立金   21,313   21,111 21,313   
 ３ 中間(当期)未処分 
   利益   730   102 426   

   利益剰余金合計    22,614 27.6 21,784 25.3   22,310 26.1

Ⅳ 土地再評価差額金    △2,641 △3.2 △2,377 △2.7   △2,406 △2.8

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    522 0.7 790 0.9   626 0.7

Ⅵ 自己株式    △475 △0.6 △591 △0.7   △590 △0.7

   資本合計    45,020 55.0 44,606 51.8   44,941 52.6

   負債・資本合計    81,887 100.0 86,112 100.0   85,384 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    40,480 100.0 39,978 100.0   86,929 100.0

Ⅱ 売上原価    34,882 86.2 34,992 87.5   74,501 85.7

売上総利益    5,598 13.8 4,985 12.5   12,427 14.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    5,601 13.8 4,562 11.4   11,457 13.2

営業利益 
又は営業損失（△）    △2 △0.0 422 1.1   970 1.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,350 3.3 1,403 3.5   2,754 3.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  581 1.4 823 2.1   1,775 2.1

経常利益    765 1.9 1,002 2.5   1,949 2.2

Ⅵ 特別利益 ※３  10 0.0 163 0.4   9 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  71 0.2 1,468 3.7   883 1.0

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△) 

   704 1.7 △302 △0.8   1,076 1.2

法人税、住民税 
及び事業税   330   636 1,112   

法人税等調整額   △23 307 0.7 △733 △97 △0.3 △634 477 0.5

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    396 1.0 △205 △0.5   598 0.7

前期繰越利益    333 336   333 

中間配当額    ― ―   269 

土地再評価差額金 
取崩額    ― 28   235 

中間(当期)未処分 
利益    730 102   426 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連

会社株式 

  移動平均法による原価

法によっております。 

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連

会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連

会社株式 

同左 

   ② その他有価証券 

  時価のあるもの 

  当中間会計期間期末日

前一カ月の市場価格の平

均に基づく時価法によっ

ております。(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります) 

 ② その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 ② その他有価証券 

  時価のあるもの 

  当事業年度期末日前一

カ月の市場価格の平均に

基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す) 

    時価のないもの 

  移動平均法による原価

法によっております。 

   時価のないもの 

同左 

  

   時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

  時価法によっておりま

す。 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  総平均法による原価法

によっております。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

(1) 有形固定資産 

同左 

    なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

  建物  ２～50年 

  構築物 ２～20年 

    

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却によっており

ます。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒損失に備え
るため、一般債権につい
ては貸倒実績率によって
おり、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上し
ております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に
備えるため、将来の支給
見込額のうち当中間会計
期間の負担額を計上して
おります。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に
備えるため、将来の支給
見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しており
ます。 

  (3)  ――――― 

  

(3) 関係会社整理損失引当 
  金 
  関係会社の整理に伴う
損失に備えるため、当該
関係会社の資産内容等を
勘案し当社の損失負担見
込額を計上しておりま
す。 

(3) 関係会社整理損失引当 

  金 
同左 

  (4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当事業年度末にお
いて発生していると認め
られる額を計上しており
ます。 

    なお、会計基準変更時
差異(515百万円)につい
ては、５年による按分額
を費用処理しておりま
す。過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
の年数(５年)による定額
法により費用処理してお
ります。 
  数理計算上の差異は、
各期の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定の年数(12年)による
定額法により、それぞれ
の発生の翌期から費用処
理することとしておりま
す。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法
により費用処理しており
ます。 
  数理計算上の差異は、
各期の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定の年数(12年)による
定額法により、それぞれ
の発生の翌期から費用処
理することとしておりま
す。 

  なお、会計基準変更時
差異(515百万円)につい
ては、５年による按分額
を費用処理しておりま
す。過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
の年数(５年)による定額
法により費用処理してお
ります。 
  数理計算上の差異は、
各期の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定の年数(12年)による
定額法により、それぞれ
の発生の翌期から費用処
理することとしておりま
す。 

  (5) 役員退職給与引当金 
  役員の退職給与の支給
に備えるため、内規によ
る役員退職慰労金の当中
間会計期間末要支給額を
計上しております。 

(5) 役員退職給与引当金 
同左 

(5) 役員退職給与引当金 
  役員の退職給与の支給
に備えるため、内規によ
る役員退職慰労金の当事
業年度末要支給額を計上
しております。 

４ 外貨建ての資産及
び負債の本邦通貨
への換算基準 

  外貨建債権債務は、当
中間会計期間末日の直物
為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益処
理しております。 

同左   外貨建債権債務は、当
事業年度末日の直物為替
相場により円貨に換算
し、換算差額は損益処理
しております。 

        



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理
方法 

  リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップは、特例

処理によっております。 

  通貨スワップは、繰延

ヘッジ処理によっており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  借入金の金利に対し、

金利スワップ契約を締結

しております。 

  外貨建金銭債権債務及

び外貨建予定取引に対

し、通貨スワップ契約を

締結しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  金利スワップは、借入

金の金利上昇リスクをヘ

ッジし、金利コストの安

定化を図るために実施し

ております。 

  通貨スワップは、為替

変動によるリスクをヘッ

ジするため対象となる外

貨建金銭債権債務及び外

貨建予定取引の範囲内で

実施しております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップについて

は、金利スワップの特例

処理の要件を満たしてい

るので、当中間会計期間

末における有効性の評価

は省略をしております。 

  通貨スワップについて

は、中間会計期間末にヘ

ッジ手段と対象の見直し

により有効性の評価を行

っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップについて

は、金利スワップの特例

処理の要件を満たしてい

るので、当会計期間末に

おける有効性の評価は省

略しております。通貨ス

ワップについては、当会

計期間末にヘッジ手段と

対象の見直しにより有効

性の評価を行っておりま

す。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 固定資産の減損に

係る会計基準 

―――――  当中間会計期間から「固

定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成

15年10月31日)を適用し

ております。 

  これにより営業利益お

よび経常利益は54百万円

増加し、税引前中間純利

益は11億66百万円減少し

ております。 

  なお、減損損失累計額

については改正後の中間

財務諸表等規則に基づき

直接控除形式により表示

しております。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

次へ 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末  
(平成17年３月31日) 

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定 
資産 

13,579百万円

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定
資産 

14,633百万円

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定
資産 

14,113百万円

※２    ―――― ※２ 担保に供している資産 

  （上記に対応する債務） 

   下記子会社の金融機関からの 

借入金 

土地 1,368百万円

㈱ホームセ
ンターサン
コー 

160百万円

※２    ―――― 

 ３ 保証債務(経営指導念書を含

む) 

銀行借入に対する保証債務等 

㈱イエローハ
ットファイナ
ンス 

2,700百万円

㈱アップル 670百万円

その他 69百万円

計 3,439百万円

 ３ 保証債務(経営指導念書を含

む) 

銀行借入に対する保証債務等 

㈱イエローハ
ットファイナ
ンス 

2,600百万円

㈱アップル 666百万円

その他 240百万円

計 3,506百万円

 ３ 保証債務(経営指導念書を含

む) 

銀行借入に対する保証債務等 

㈱イエローハ
ットファイナ
ンス 

2,500百万円

㈱アップル 658百万円

その他 231百万円

計 3,389百万円

   銀行借入に対する経営指導念

書 

㈱トムエンタ 
ープライズ 

248百万円

㈱オカヤマ 
イエローハッ
ト 

185百万円

他２社 150百万円

計 584百万円

     銀行借入に対する経営指導念

書 

㈱トムエンタ 
ープライズ 

242百万円

㈱オカヤマ 
イエローハッ
ト 

155百万円

計 398百万円

４ 消費税等の取扱い 

仮受消費税等、仮払消費税等

及び中間納付額は相殺し、流

動資産「その他」に含めて表

示しております。 

４ 消費税等の取扱い 

仮受消費税等、仮払消費税等

及び中間納付額は相殺し、流

動負債「その他」に含めて表

示しております。 

―――― 

５    ―――― ５ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントライン 

当社は運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行６行と当座貸

越契約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額 

9,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 9,500百万円

５ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントライン 

当社は運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行６行と当座貸

越契約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度 
額及び貸出コ 
ミットメント 
の総額 

9,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 9,500百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 153百万円

グループ店 
店舗等賃貸収入 

917百万円

受取手数料 219百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 168百万円

グループ店
店舗等賃貸収入 

894百万円

受取手数料 206百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 335百万円

グループ店
店舗等賃貸収入 

1,809百万円

受取手数料 478百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 47百万円

社債利息 35百万円

グループ店 
店舗等賃貸原価 

475百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 87百万円

グループ店
店舗等賃貸原価 

517百万円

組織再編関連
費用 

91百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 108百万円

社債利息 67百万円

グループ店
店舗等賃貸原価 

950百万円

※３   ――――― 

  

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
売却益 

160百万円

※３   ――――― 

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券 
評価損 

18百万円

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 1,221百万円

関係会社整理損
失引当金繰入額 

66百万円

※４ 特別損失の主要項目 

関係会社整理損
失引当金繰入額 

733百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 658百万円

無形固定資産 120百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 594百万円

無形固定資産 104百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,349百万円

無形固定資産 247百万円

   ６ 減損損失 

（１）減損損失を認識した資産グル

ープ及び減損損失計上額、資産の種

類ごとの内訳 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

場所 用途
種類及び
金額 

賃貸物件25件 
厚木北店(神
奈 川 県 厚 木
市 )、高松北
店(香川県 
高松市) 
他23件 

賃貸不動産 建物   348
構築物   34
器具備品他 0

(減損の認識に至った経緯)
 これらの賃貸物件は、当初はイエローハ
ット店舗に供用しておりましたが、営業赤
字により閉店を止む無くされました。この
ため、他の用途に供するテナントに賃貸し
ております。当該賃貸物件資産時価の著し
い下落のほか営業損益の赤字を計上いたし
ましたので、減損の認識に至りました。 

  



  

  
前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
  

種類別の減損額の合計は次のとお

りであります。 

（２）資産のグルーピングの方法 

 当社は、原則として事業所ごとに

資産をグルーピングしております。

イエローハット店舗の賃貸物件及び

賃貸不動産については個別物件単位

で、エリア(地域卸売り部門）につ

いては管理会計上の区分で、物流セ

ンターについては全社共有資産に、

保養所・研修所についてはキャッシ

ュフローを生みませんので全社共有

資産に、それぞれ資産をグルーピン

グしております。 

（３）回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額は、正味売却価額ま

たは使用価値により測定しておりま

す。土地については不動産鑑定士の

算定額ならびに路線価による相続税

評価額または固定資産税評価額を合

理的に調整した金額を、建物につい

ては減価償却計算に用いられる税法

規定等に基づく残存価値を、それぞ

れ回収可能価額としております。 

 使用価値の算定にあたっては、将

来キャッシュフローを５％で割り引

いて計算しております。 

美浜ショッピ
ングセンター 

賃貸不動産
リース資産
      635

(減損の認識に至った経緯)
 美浜のショッピングセンターは当該地区
にイエローハット店舗を出店するために、
当社が旧国鉄車庫跡地の開発を担当しイエ
ローハット店舗を中心としたショッピング
センターを建設いたしました。 
 しかし、ショッピングセンターの将来キ
ャッシュフローが下落し、減損の認識に至
りました。 

吉川用地 遊休資産 土地    11

(減損の認識に至った経緯)
 物流拠点拡大のため取得した用地です
が、隣接地の取得が困難なため遊休資産と
なっており物件資産時価の著しい下落のた
め減損の認識に至りました。 

山口研修所 遊休資産
建物   185
構築物   5

（減損の認識に至った経緯）
 西日本物流センターの空き地有効活用と
して建設しましたが遊休資産となってお
り、物件資産時価の著しい下落のため減損
の認識に至りました。 

種類 金額

土地 11

建物 534

構築物 40

器具備品他 0

リース資産 635

合計 1,221

  



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

    
取得価額
相当額   

減価償却
累計額 
相当額 

  
中間期末
残高 
相当額

建物 
（百万円）   1,935   305   1,630

機械及び 
装置 

（百万円） 
  950   825   124

器具・備品 
（百万円）   2,754   1,738   1,016

その他 
（百万円）   293   152   141

合計 
（百万円）   5,933   3,021   2,912

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

減損損失
累計額 
相当額 

中間期
末残高
相当額

建物 
(百万円) 1,935 401 635 897

機械及び 
装置 
(百万円) 

500 452 ― 47

器具・ 
備品 
(百万円) 

1,762 1,352 ― 409

その他 
(百万円) 288 195 ― 93

合計 
(百万円) 4,486 2,402 635 1,448

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額   

減価償却
累計額 
相当額 

  
期末残高
相当額

建物
（百万円） 1,935   353   1,581

機械及び
装置 

（百万円）
500   416   83

器具・備品
（百万円） 2,538   1,807   731

その他
（百万円） 293   178   115

合計
（百万円） 5,267   2,755   2,511

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年 
以内 

731[ 434]百万円

１年超 2,361[ 728]百万円

合計 3,092[1,162]百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

リース資産減損勘定中間期末

残高 

608百万円 

１年 
以内 

408[ 332]百万円

１年超 1,891[ 554]百万円

合計 2,300[ 886]百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年
以内 

627[ 374]百万円

１年超 2,087[ 637]百万円

合計 2,714[1,011]百万円

 (注) 〔 〕書きは、この他転貸

リースに係る金額でありま

す。なお、受取リース料と

支払リース料はほぼ同額で

あります。 

 (注)    同左  (注)    同左 

 ③ 支払リース料減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 
(転貸リース料を
除く) 531百万円

減価償却費相当額 453百万円

支払利息相当額 85百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 
支払リース料
(転貸リース料を
除く) 387百万円
リース資産減損勘
定の取崩額 27百万円

減価償却費相当額 327百万円

支払利息相当額 76百万円

減損損失 635百万円

 ③ 支払リース料減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 
(転貸リース料を
除く) 1,004百万円

減価償却費相当額 852百万円

支払利息相当額 167百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

  

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし各期への配分方法

については利息法によってお

ります。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法
同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 
同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1,041百万円

１年超 8,000百万円

合計 9,041百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1,041百万円

１年超 6,958百万円

合計 8,000百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1,041百万円

１年超 7,479百万円

合計 8,520百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

前へ     



(2) 【その他】 

平成17年11月22日開催の取締役会において、第48期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

① 中間配当金の総額 268,123,383円

② １株当り中間配当金 11円00銭

③ 

  

支払請求権の効力発生日 

及び支払開始日 
平成17年12月13日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第47期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月24日 
関東財務局長に提出 

            

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第47期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年12月12日 
関東財務局長に提出 

            

  

自己株券買付状況 
報告書 

      

平成17年５月24日 
平成17年５月24日 
平成17年６月１日 
及び平成17年７月６日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

株式会社イエローハット 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イエローハットの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社イエローハット及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  廣  瀬  哲  也  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  大  東  幸  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

株式会社イエローハット 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イエローハットの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社イエローハット及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  廣  瀬  哲  也  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  大  東  幸  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

株式会社イエローハット 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イエローハットの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社イエローハットの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  廣  瀬  哲  也  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  大  東  幸  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

株式会社イエローハット 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イエローハットの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社イエローハットの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  廣  瀬  哲  也  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  大  東  幸  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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